
事務局 藤木・渋谷



【設立認可】 中小企業協同組合法 認可番号 平成24年 9月21日 関自貨第651号事業認可
第一種貨物利用運送事業 登録番号 平成24年12月20日 関自貨第1119号事務所

【所在地】 東京都立川市西砂町3-28-1

組合員流通総額６０億、トラック台数 ４００台以上

当組合について



中小運送事業者の「未来の安心」を提供するために
1社では乗り越えにくい問題を解決していく

中小運送事業者の課題
労働基準法、貨物自動車運送事業法での規制強化、人手不足、高齢化等、

９９％を占める中小運送事業者の半数が赤字

①中小運送事業者が連携して、乗り越える

②荷主に協力頂ければ…、問題解決は更に加速化する。



当組合の取り組み：基本事業

①中小運送事業者が連携して、乗り越える



当組合の取り組み：オリジナルサービス

①中小運送事業者が連携して、乗り越える



当組合の取り組み：経営支援
①中小運送事業者が連携して、乗り越える



本年度取組み内容



物流weekly 2021年9月13日

つばさメンタル

メンタルヘルス計測アプリと運転記録データ
を紐づけたて安全運転推進・事故予防









メンタル状態とリアルな問題を関連付け、事前にサポートできるようにしていきます。



実証実験期間 2022年9月21日～2022年10月20日
参加台数 187台
相関性のあるデータ 27件

その後① 実証実験第二弾を行った。



対象拡大学会発表実証実験

その後②
2022年5月27日、東京大学、PST㈱、保健福祉大学と共同で
この取り組みの発表を行った。



その後③メディアに掲載された。



2 直近5日間の心の活量地の平均値が連続して14日間下がっている（同じも含む） 遅刻の可能性あり

3 心の活量地が、直近10日間の心の活量地の最大値以上、もしくは最小値以下 遅刻や事故の可能性あり

4 3日前と前日の心の活量地の差（A)が15以上で、前日との差の符号が前述Aと逆の場合 遅刻の可能性あり

その後④今後

10パターン程度の事前アラートルールをシステムに設定し、
運行管理者に通知を行う



新たな取り組み トラック運転者不足解消①

出典：株式会社セルバ https://www.selva-i.co.jp/



出典：マイナビ『中途採用状況調査』（2018）

新たな取り組み トラック運転者不足解消②

https://www.mynavi.jp/wp-content/uploads/2019/03/%E4%B8%AD%E9%80%94%E6%8E%A1%E7%94%A8%E7%8A%B6%E6%B3%81%E8%AA%BF%E6%9F%BB-1.pdf


媒体名 金額 応募者数 採用者数
ドラEVER* ¥1,040,000 15 3
engage ¥300,000 15 1
Indeed ¥1,032,080 45 12
はたらいく ¥147,500 2 0
タウンワーク ¥72,000 3 3
Q-mate（求人ボックス） ¥465,303 11 1

¥3,056,883 91 20

募集コスト 33,592円
採用コスト 152,844円

ある会社の有料媒体活用実例
（東京都物流関係 2022/4/1～2022/11/4）

新たな取り組み トラック運転者不足解消③



その会社の0円求人活用実例
（東京都物流関係 2022/4/1～2022/11/4）

全求人175件の内

実に48%が0円求人であった。

新たな取り組み トラック運転者不足解消④

媒体名 応募者数 採用者数
Indeed 6 1
マイナビ転職 0 0
ユメックス 0 0
求人ボックス 0 0
Airワーク 16 1
直接電話 1 0
Indeed（電話） 7 4
インターネット 1 1
ハローワーク 15 3
出戻り 1 1
社員登用 1 1
自社サイト 9 8
社員紹介 6 5
Q-mate（Indeed） 18 3
Q-mate（スタンバイ） 2 0
Q-mate（その他） 1 1
求人ボックス 0 0

84 29



出典：企業広報戦略研究所「『採用ブランディング調査2020』結果」

第3位
社員

第2位
職場風土

企業の魅力の第1位は、
「勤務条件・待遇（勤務地／福利厚生など）」
となっていますが…、

採用ブランディングの観点（相手がどう思うかが全て）
からは、

が大変重要です！

第2位「職場風土」

第3位「社員」

職場風土、社員の様子、社長の考えや理念を伝える
ことが、

募集数増加・ミスマッチの防止

につながる。

新たな取り組み トラック運転者不足解消⑤



無料求人媒体

ハローワーク

その他

自社サイト リファラル（紹介）

看板・ノボリ
※製作費はかかる

SNS

新たな取り組み トラック運転者不足解消⑥



新たな取り組み トラック運転者不足解消⑥

現在組合員で実証実験中。



新たな取り組み トラック運転者不足解消⑦



→魅力発見・改善する意識が生まれる

→写真掲載やHPを通して、社内の様子・会社の雰囲気を
良くしようと行動する

→求める人物像を明確にすると、会社の未来が見えてくる

＝正しい求人でテクニックを身に着け、
自社を見つめなおすと働きやすい会社になり、
人があつまる！

新たな取り組み トラック運転者不足解消⑧



新たな取り組み 仕事のマッチング



運行分析・メンタルモニタリングの実施

効率化案をもとにした実証実験の開始

１

２

３

４

東京都の中小運送業者・関連事業者30社

実証実験結果をもとにした事業計画の策定

計画達成に向けた「合同でのPDCAサイクルの管理」を実施

新たな取り組み ものづくり補助金（ビジネスモデル構築型）①



国交省「東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会期間中の交通量の抑制・平準化等の促進に向けた実証事業」で
成果の上がった【複数社参加の運行分析】【共同配送】のノウハウを今回の実証事業でデジタコ※１からの自動データ取得や他効率化について
実証実験を行った。

※１デジタコ（デジタルタコグラフ）とは、自動車運転時の速度・走行時間・走行距離などの情報をメモリーカード等に記録するデジタル式の運行記録計

・運行分析（稼働率等の基礎データと車両別の発着拠点・空き時間の可視化）
→車両別稼働率（月）・車両別稼働率（時間）・車両別実車率・車両別平均売上・車両別距離単価・車両別時間単価人件費率・1km当たり・1時間当たり車両別粗
利及び各社横断した運行の可視化により共同配車・仕事のあっせん・運行効率化につなげる支援

本データをもとに、稼働率向上、燃費などの異常値指摘、共同でのルート
の見直し、仕事の提供は組合として仕組化でき拡張性を持てるので、
参加者に対して広く提供することに尽力し事業の目的を達成させる。
※今回の実証実験での主な結果は次頁の3点

また、この分析ノウハウは運送以外の物流関係参加者（倉庫業・人材派
遣業・車両整備販売）への倉庫稼働率共有化やアクティビティー解析を
することにより、総合物流施策大綱（2021年度～2025年度） 「異業種
同士の共同輸配」や物流DXの推進によるオペレーションの定型化・標準
化を通じた多様な人材の確保・育成にもつながる。

新たな取り組み ものづくり補助金（ビジネスモデル構築型）②



３ 配送拠点見直し

効率の悪い運行ルートの見直し。
実証事業前 51.4km 2時間34分
実証事業後 45.8km 2時間13分

適正な運行人数/台数算出により共同配送・増車・人員確保に動いた。２

実証実験前：車両に関して2台から～13台の余剰車両がある会社と車両がない
会社・拠点が存在している。

現在、最適化活動中※澤田さん確認。

実証実験前：稼働状況 39％（11月1日～7日）

12月1日より：稼働率80％以上を目標にした
2022年1月で76％の稼働率を達成

1 稼働率の悪い会社・拠点に対し、参加者からの出向を行い稼働率を向上

実証実験での主な結果

新たな取り組み ものづくり補助金（ビジネスモデル構築型）②



トラック協会　経営分析報告書 令和２年度決算版より

保有台数 10台以下 11～20台 21～50台 51台～100台 101台以上 施策 対象科目 軽メイン 4tメイン その他

人件費 51.6% 50.2% 48.9% 48.2% 44.8% 営業利益

燃料油脂費 13.9% 13.4% 11.9% 10.6% 10.6% 人件費 5% 3% 10%

修繕費 6.8% 6.1% 5.8% 5.4% 5.5% 減価償却費 3% 2%

減価償却費 5.9% 6.7% 6.5% 6.4% 5.7% 給与支給総額 8% 3% 8%

保険料 2.7% 2.3% 2.1% 1.7% 1.3% 燃料油脂費 2% 1%

自動車リース料 1.6% 1.3% 1.8% 1.9% 2.8% 修繕費

事故賠償費 0.0% 0.1% 0.1% 0.1% 0.1% 事故賠償費

傭車費等 2.2% 3.1% 4.3% 5.3% 6.2% 営業利益

https://jta.or.jp/wp-content/themes/jta_theme/pdf/keiei/r02sharyou_chiiki.pdf 人件費

減価償却費

給与支給総額

燃料油脂費 20% 20%

修繕費 -50% -50%

事故賠償費 -100% -100%

営業利益

人件費

減価償却費

給与支給総額

燃料油脂費 -5% -5%

修繕費

事故賠償費

営業利益 8% 5%

人件費 5% 3%

減価償却費

給与支給総額

燃料油脂費

修繕費

事故賠償費

施策と効果 1年毎の効果（％）

つばさレポート

つばさメンタル

エアフィルター
提供

共同配送・仕事
紹介・運行改善
アドバイス

施策別・会社区分別に改善目標を立て、トラック協会 経営分析報告書も元に各社の事業計画を策定した。

トラック協会　経営分析報告書 令和２年度決算版より

保有台数 10台以下 11～20台 21～50台 51台～100台 101台以上 施策 対象科目 軽メイン 4tメイン その他

人件費 51.6% 50.2% 48.9% 48.2% 44.8% 営業利益

燃料油脂費 13.9% 13.4% 11.9% 10.6% 10.6% 人件費 5% 3% 10%

修繕費 6.8% 6.1% 5.8% 5.4% 5.5% 減価償却費 3% 2%

減価償却費 5.9% 6.7% 6.5% 6.4% 5.7% 給与支給総額 8% 3% 8%

保険料 2.7% 2.3% 2.1% 1.7% 1.3% 燃料油脂費 2% 1%

自動車リース料 1.6% 1.3% 1.8% 1.9% 2.8% 修繕費

事故賠償費 0.0% 0.1% 0.1% 0.1% 0.1% 事故賠償費

傭車費等 2.2% 3.1% 4.3% 5.3% 6.2% 営業利益

https://jta.or.jp/wp-content/themes/jta_theme/pdf/keiei/r02sharyou_chiiki.pdf 人件費

減価償却費

給与支給総額

燃料油脂費 20% 20%

修繕費 -50% -50%

事故賠償費 -100% -100%

営業利益

人件費

減価償却費

給与支給総額

燃料油脂費 -5% -5%

修繕費

事故賠償費

営業利益 8% 5%

人件費 5% 3%

減価償却費

給与支給総額

燃料油脂費

修繕費

事故賠償費

施策と効果 1年毎の効果（％）

つばさレポート

つばさメンタル

エアフィルター
提供

共同配送・仕事
紹介・運行改善
アドバイス

実施支援内容

1 つばさレポート

デジタコや日報から「車両別稼働率（月）・車両別稼働率（時間）・車両
別実車率・車両別平均売上・車両別距離単価・車両別時間単価人件費
率・1km当たり・1時間当たり車両別粗利及び各社横断した運行の可視
化により共同配車・仕事のあっせん・運行効率化につなげる支援

２ つばさメンタル

音声による心の健康度測定とデジタコ危険運転情報・燃費・事故の事前予測による、事故経費
削減、燃費向上等を実現する支援

３ エアフィルター

今後面的展開が期待できる、他組合から提供を受けたエアフィルター導入での燃費の効率化

４ 共同配送・仕事紹介・運行改善アドバイス

つばさレポートの分析結果をもとにした業績向上実行支援

新たな取り組み ものづくり補助金（ビジネスモデル構築型）①



労務管理業務-軽減サービス

手作業の運行管理業務を
デジタル化。
管理者・ドライバーの
業務負担を軽減します。

車両台数-50台前後の
中小運送業における業務上、
必要な機能を詰め込む。



新たな取り組み 2023年4月～の法制対応（労務管理強化策）



新たな取り組み 2023年4月～の法制対応（労務管理強化策）

「改善基準告示（自動車運転者の労働時間等の改善のための基準）」に
基づいて管理項目が集計されます。

1.リアルタイム労務管理でできること

拘束時間 運転時間

✓ 1日の原則拘束時間（13時間）

✓ 1日の上限拘束時間（16時間）

✓ 1ヶ月の原則拘束時間（ 2 9 3時間）

✓ 1ヶ月の上限拘束時間（ 3 2 0時間）

✓ 4時間連続運転

✓ 2日平均運転時間

休息期間

✓ 通常休息（8時間以上）

✓ 分割休息（4時間以上）

（特例を除く）



新たな取り組み 2023年4月～の法制対応（労務管理強化策）

改善基準告示の重要指標をひと目で確認できます

2.月次管理項目ダッシュボード



新たな取り組み 2023年4月～の法制対応（労務管理強化策）

本日の拘束時間 "リアルタイム集計"
分単位のマネジメントをサポートします。

ドライバーごと に本
日の出勤か らの拘束
時間を、リアルタイ
ムで 集計。
1日の拘束時間の限
度を超える
前にドライバーに
指示を出すことが
できます。

出勤からの拘 束時間を自動 集計
。拘束時 間の多いドラ イバーの
順に グラフで表示。 9時間・13
時 間・16時間の基準を超える
とグラフの色 が変わり、ひ と目
で確認で きます。

3.日次管理項目ダッシュボード



新たな取り組み 2023年4月～の法制対応（労務管理強化策）

アプリから取得したデータを

自動集計。

運行状況ごとの時間管理が
可能です。

「改善基準告示」の項目に沿っ
て自動集計。
運送業に必要な時間管理をひと
目で確認できます。

残業時間、
休日労働時
間、深夜早
朝時間など
「法定時間
」を集計。

4.運送業に特化した個人別の勤務状況表

労務・運行状況
法定時間
管理 改善基準告示



2022.09.22 【労働新聞 ニュース】
厚生労働省は令和５年度、時間外労働の上限規
制の適用が猶予されている業種などにおける長時
間労働の解消を後押しするため、働き方改革推進
支援助成金（適用猶予業種等対応コース）を新設
する考えだ。適用猶予分野の中小企業が対象で、
就業規則の作成・変更費用や労務管理用機器の
導入・更新費用など、労働時間短縮に必要な経費
の４分の３を支給する。支給上限額は、分野ごとに
定める成果目標の達成状況に応じて設定。自動車
運転業務では、36協定見直しによる時間外労働
の削減と勤務間インターバル制度導入で最大400
万円を支給する。

1 時間外労働上限規制 猶予分野中小企業へ助成金 労働時間短縮を支援 厚労省・令和５年度事業

厚生労働省の令和５年度－助成金の活用

新たな取り組み 2023年4月～の法制対応（労務管理強化策）


